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第３章 被災者の応急対応と応急復旧工事 
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風水害を受けた被災者が、建築士、工務店等の登録事業者と共に、被災住宅の復旧を終えて生活

再建に至る行程を下図に示し、その過程で被災者が必要とする応急対応の手引き「水害にあったと

きに」を紹介する。特に、罹災証明書発行や保険適用の有力な資料となる「被災状況を写真に撮り、

記録しておく」ことが重要であるので、片付ける前の必須作業として記憶し、実行しなければなら

ない。 

 

被害を受けた建物に立入る前に、まず安全確認！ 
 

 
 

 

 

 

 

１． 被災者の応急対応 

「水害にあったときに」は作成者である「震災がつなぐ全国ネットワーク」組織のご協力、ご

了解を得て掲載しております。島根県建築住宅施策推進協議会 
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浸水被害からの生活再建の手引き 

このチラシは水害にあった際にすることの一般的な手順をまとめたものです。 

落ち着いて、できるところから始めましょう。 
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基本は肌の露出を避けること 
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被災住宅の応急復旧工事に関わる建築士、登録事業者の判断指針となる資料「浸水被害を受け

た住宅の復旧における注意事項」を紹介する。被災住宅調査での部位別のチェックリストの運用

例であり、工事内容を見積もる基礎資料となる。「応急措置」と「住宅機能回復工事」からなり、

作業内容と対応職種は次表のとおり、多岐にわたっている。応急復旧工事の次は、被災者の事情、

希望などを反映して工事方針を決定した後、見積作成、工事発注へと進む。その過程では、耐震

改修工事や省エネルギー対応改修などの提案とともに、「次の浸水に備えた復旧工事」の工夫も

検討したい。 

復旧工事では、各部材、特に柱、下地（小屋組）等の乾燥期間に注意が必要である。 

住宅の立地、浸水していた日数、浸水深さ、季節、天候等の状況により、また、外壁、建具の

有無など乾燥させる状態も大きく影響するので、慎重に対処する必要がある。 

 

 
P６．（４）同表 

２． 応急復旧工事 
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「水害後の家屋への適切な対応」は、作成者である「震災がつなぐ全国ネットワーク」組織のご協力、ご

了解を得て掲載しております。島根県建築住宅施策推進協議会 
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ここでは、「被災者の応急対応」で示したフロー図を振り返りつつ、次の作業である被災住宅、

特に内部の状況調査チェック項目、必要な処置等を紹介している。「水害後の家屋への適切な対

応」と合わせ読みして進めてほしい。 

チェック表中の「必要な処置」は、被災者等の行う応急対応から進んで、被災住宅の機能回復

工事内容となる部分が多いので、特に、施工を念頭においた処置を心掛けるようにする。 

 

 
 

 

「浸水被害を受けた住宅の復旧における注意事項」は作成者である「地方独立行政法人北海道立総合研究

機構建築研究本部 北方建築総合研究所」のご協力、ご了解を得て掲載しております。島根県建築住宅施

策推進協議会 
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水害は、「起こらない」ではなく、「起こるかもしれない」という心構えで日頃から備えて

おくことが大切である。特に、住宅が浸水すれば家屋や家財などの被害はもちろん、生活に大

きな支障が生じ、回復するまでに相当な時間がかかる。その上、精神的なダメージも大きく、

大切なアルバムや資料など、お金では取り返しのつかないものを失うことも少なくない。 

住宅を新築、建替える場合には、浸水対策を考慮した設計方法も検討する必要がある。 

ただし、全ての住宅で同じ対策を講じる必要はない。大雨の際、その付近がおおよそどの位

まで水に浸かるかを、過去の事例や地形などから想定し、極力床上浸水にならないように、そ

れぞれの敷地や基礎・住宅などで工夫することが重要である。 

また、予測を超えた大雨の場合でも、人命や生活・財産などの被害を最小限に留めるような

対策を講じておくことが望ましい。それは、必ずしも手間のかかるものばかりとは限らない。

中には、少しの工夫で大きな効果が期待できるものもある。リフォームで対応できるものも少

なくない。そして、不幸にも浸水してしまった住宅を復旧する場合にも、下図チャートの工夫

を参考に、「次の浸水」に備えた復旧工事とすることが有益である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 浸水対策を考慮した設計方法 


